
第 1 回 中国地域港湾の中長期構想検討委員会 

 

日 時：2020 年 11 月 6 日（金） 14: 30～16:00 

場 所：ワークピア広島 一般社団法人広島労働会館 ４F 芙蓉 

 

議事次第 

 

１．開 会 

 

２．出席者紹介 

 

３．委員長選出 

 

４．議 事 

(1)中国地域港湾の中長期構想（仮称）について 

(2)中国地域港湾を取り巻く現況･課題について 

(3)将来を見据えた中国地域港湾の主な論点について 

(4)中国地域港湾の中長期構想（仮称）の骨子（案）について 

 

５．閉 会 

 

配付資料 

   ・議事次第 

   ・出席者名簿 

   ・配席図 

   ・資料１ 『中国地域港湾の中長期構想（仮称）について』 

   ・資料２ 『中国地域港湾を取り巻く現況･課題』 

   ・資料３ 『将来を見据えた中国地域港湾の主な論点』 

   ・資料４－１『中国地域港湾の中長期構想（仮称）の骨子（案）』 

・資料４－２『中国地域港湾の中長期構想（仮称）施策イメージ（案）』 

・参考資料 『中国地域港湾の中長期構想（仮称）目次（案）』 

以上 



令和２年１１月6日（金）

（順不同・敬称略）

氏 名 所 属 職 名 備考

委 員 黒岩　正光 鳥取大学 工学部　社会システム土木系学科 教授

委 員 谷口　雅彦 一般社団法人 中国経済連合会 常務理事

委 員 津守　貴之 岡山大学大学院 社会文化科学研究科 教授

委 員 野北　晴子 広島経済大学 経済学部 経済学科 教授

オブザーバー 草野　愼一 鳥取県 県土整備部長 (代理)河田 英明

オブザーバー 真田　晃宏 島根県 土木部長 (代理)石飛 重義

オブザーバー 森田　豊充 境港管理組合 事務局長

オブザーバー 原田　一郎 岡山県 土木部長 (代理)安原 幹雄

オブザーバー 山本　貴弘 広島県
土木建築局 総括官
（空港港湾）

オブザーバー 松原　由典 呉市 産業部参事

オブザーバー 阿部　雅昭 山口県 土木建築部長 (代理)布田 昌司

第１回　中国地域港湾の中長期構想検討委員会　名簿
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

2020年11月6日

国土交通省 中国地方整備局

港湾空港部

中国地域港湾の中長期構想(仮称)
について

2020年11月6日

第1回 中国地域港湾の中長期構想検討委員会

資料1



国土交通省では、2018年7月、2030年頃の将来を見据え、我が国経済・産業の発展及び国民生活の質の向

上のために港湾が果たすべき役割や、今後特に推進すべき港湾政策の方向性等について、「港湾の中長期

政策『PORT2030』」として取りまとめたところ。

一方、国内のそれぞれの地域において各港湾を取り巻く環境や各港湾が果たすべき役割は異なることか

ら、今般、中国地域の港湾を対象とした中長期構想の策定を行うもの。

中長期構想策定の目的

背景

各港湾における現状・課題を踏まえた中長期構想を策定することで、今後、各港湾においてそれぞれの

関係者と共に港の将来について検討する際の土壌として活用して頂くとともに、短期的な施策の検討の

参考としても活用して頂くことを目的としている。

中国地域港湾の中長期構想(仮称)

1

中長期構想策定に向けたスケジュール（案）

2020年 11月6日 第1回委員会 （主な議題：現況･課題、主な論点、中長期構想の骨子（案））
2021年 1月22日 第2回委員会 （主な議題：中長期構想 素案）

2020年度内 中長期構想策定、HP公表



中国地域港湾の中長期構想検討委員会について

2

中国地域の港湾における現状・課題を踏まえ、地域経済・産業の発展や生活の質の向上のため
に各港湾が果たすべき役割や、今後特に推進すべき港湾施策の方向性等について、20年30年先
を見据えた中長期構想を策定するにあたり、本委員会を設立し様々な見地より検討を行った上で、
年度内の策定を目指すもの。

氏名 所属 職名

委員 黒岩 正光 鳥取大学 工学部 社会システム土木系学科 教授

委員 谷口 雅彦 一般社団法人 中国経済連合会 常務理事

委員 津守 貴之 岡山大学大学院 社会文化科学研究科 教授

委員 野北 晴子 広島経済大学 経済学部 経済学科 教授

オブザーバー 草野 愼一 鳥取県 県土整備部長

オブザーバー 真田 晃宏 島根県 土木部長

オブザーバー 森田 豊充 境港管理組合 事務局長

オブザーバー 原田 一郎 岡山県 土木部長

オブザーバー 山本 貴弘 広島県 土木建築局 総括官（空港港湾）

オブザーバー 松原 由典 呉市 産業部参事

オブザーバー 阿部 雅昭 山口県 土木建築部長

＜名簿＞

設立主旨



（参考）港湾の中長期政策 「PORT 2030」 の概要～我が国の港湾を取り巻く情勢～
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シンガポール
世界の海事

センター化構想

インドネシア
海洋国家構想

世界に展開する生産拠点や
主要市場、資源国とを結ぶ輸送網の

多方面化・多頻度化等を通じて、
世界との「コスト／時間距離」をいかに縮めていくか？

北米

中南米

中国

南アジア

アフリカ

欧州

地熱1.0~1.1%程度

バイオマス
3.7~4.6%程度
風力1.7%程度

太陽光7.0%程度

水力
8.8~9.2%程度

石油

石炭

LNG

再生可能
エネルギー

原子力

資源・エネルギー獲得競争の激化
と低炭素社会への移行

チャイナ+1 や
タイ+1 へ

労働集約的な
工程の分散化

中国

インドネシアマレーシア

ベトナム
カンボジア

ラオス
タイ

フィリピン

ミャンマー

東南アジアをはじめとする
新興市場の拡大と生産拠点の南下

アジアのクルーズ市場
の急成長

北極海沿岸からのLNG輸入

北米からのLNG輸入 欧州－中国間の貨物輸送

世界の主要港における
コンテナターミナルの自働化の進展

パナマ運河拡張や北極海航路の本格利用に
伴う資源の調達先や輸送ルートの多様化

東南アジア

一帯一路構想

○：中国による
主な海外の港湾への投資

インド
Make in India

政策(産業・ｲﾝﾌﾗ)

21世紀
海上シルクロード

釜山港の
世界2大コンテナ
積替ハブ化構想

韓国

上海、天津等の
国際海運

センター化構想

シルクロード
経済ベルト

中国

近隣諸国における
主な港湾・交通戦略
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その他

オセアニア

アジア

欧州

北米
1,374

1,920

1,002

445

2,320

2,516

2,675

［万人］ 全世界
12年前の
約2倍

アジア
12年前の
約５倍

出典：CLIA資料より港湾局作成

（参考）チャイナ+1： 中国への集中投資リスクを回避するため、中国以外に拠点を持つ経営戦略
タイ+1 ： 製造拠点をタイに残したまま、労働集約的な工程を周辺国で行う形で、

サプライチェーンを形成する経営戦略



（参考）港湾の中長期政策 「PORT 2030」 の概要～中長期政策の構成～
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・グローバルSCM 、農林水産品輸出、越境EC
等も活用して、世界で稼ぐ

・人手不足に対応し、国内輸送を支える

・再生部品輸出や越境修繕サービス等の
サーキュラーエコノミーの取込み

・アジアのクルーズ需要のさらなる取込、寄
港地の全国展開、国内市場の開拓

・地域の価値を向上させ、観光客や市民を
引寄せる美しい「コトづくり」空間に

・ロジスティクスを核として付加価値を生み
出す新たな産業の展開

・資源エネルギーチェーンの世界的な変化
の先取り、コンビナート再生

・地球環境や海洋権益の保全

・AIやIoTを活用した港湾の建設・維持管理・運営サイクル全体のスマート化、強靱化

・様々なつながりを通じて新たな付加価値の創出を目指す「Connected Industries」
を支えるプラットフォームに進化させるとともに、海外展開やスマートワーク化を促進

１．グローバルバリューチェーンを
支える海上輸送網の構築

２．持続可能で新たな価値を創造す
る国内物流体系の構築

３．列島のクルーズアイランド化

４．ブランド価値を生む空間形成

５．新たな資源エネルギーの受入・供
給等の拠点形成

６．港湾・物流活動のグリーン化

７．情報通信技術を活用した
港湾のスマート化・強靱化

８．港湾建設・維持管理技術の
変革と海外展開

【2030年の港湾が果たすべき役割】

☆ 地政学的な変化やグローバルな視点を意識
☆ 地域とともに考える
☆ 「施設提供型」から「ソリューション提供型」へ
☆ 「賢く」使う
☆ 「進化する」港湾へ

✓ 新興市場の拡大と生産拠点の南下、インバウンド客の増加
✓ 人口減少・超成熟化社会の到来と労働力不足
✓ 第４次産業革命の進展
✓ 資源獲得競争の激化と低炭素社会への移行
✓ 巨大災害の切迫とインフラの老朽化

国内外の社会経済情勢の展望 港湾政策の基本的理念

中長期政策の方向性（８本柱）Ⅰ．列島を世界につなぎ、開く港湾
【Connected Port】

Ⅱ．新たな価値を創造する空間
【Premium Port】

Ⅲ．第４次産業革命を先導するプラットフォーム 【Smart Port】

新たな
価値を
創造

あらゆるモノ、ヒト、情報、主体、空間をつなぐ、「 フィジカル＆サイバー プラットフォーム 」へと進化

○2030年の港湾
Cyber Port

Physical Port



（参考）港湾の中長期政策 「PORT 2030」 の概要～「PORT 2030」主な施策 ①～
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１．グローバルバリューチェーンを支える海上輸送網の構築 ２．持続可能で新たな価値を創造する国内物流体系の構築

北米

大洋州

中南米中国

欧州

東南アジア等へのシャトル
便・直航サービスやフェ
リー・RORO輸送網の拡充

南アジア
中東

アフリカ

東南アジア等からの広域集
貨等を通じた長距離基幹航
路の寄港を維持・拡大

北極海

東南
アジア

・国際クルーズ拠点と合わせ、フライ＆クルーズ等の我が国発着クルーズを拡
大、港の観光コンテンツを充実、訪日外国人旅行客の満足度向上のための施
策を展開

３．列島のクルーズアイランド化 ４．ブランド価値を生む空間形成

・東南アジア等へのシャトル航路を戦略的重要航路として、主要港からの直
航サービスを強化
・国際コンテナ戦略港湾について更なる機能強化、国内外からの集貨を促進
・国際フェリー・RORO航路など多様な速度帯での重層的サービスを提供

・自動離着岸、自動決済、GPSによるシャーシ管理システムを実装
した「次世代高規格ユニットロードターミナル」の形成
・内航海運の生産性向上を進めるため、国・地域・改革に意欲的な運
航事業者による連携体制の構築、先導的取組の推進
・産地と連携した農林水産品の輸出・移出促進のための港湾強化

・民間資金を活用したマリーナ開発や長期の水域利用と一体となった臨
海部空間の再開発、水上交通による回遊性の強化
・様々な観光資源の発掘・磨き上げ、快適な観光の提供等を通じた訪日
外国人旅行客の満足度向上、地域への経済効果の最大化



（参考）港湾の中長期政策 「PORT 2030」 の概要～「PORT 2030」主な施策 ②～
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・設備更新と合わせたインフラの改良・強靱化、共同輸送の促進、大型船受
入拠点の最適配置
・新エネルギーの供給、海洋資源の開発・利用のための活動・支援拠点の形
成

８．港湾建設・維持管理技術の変革と海外展開７．情報通信技術を活用した港湾のスマート化・強靱化

・CIM（※）やAR（拡張現実）の導入等による港
湾分野のi-Constructionの推進、点検業務の効率
化・迅速化、港湾建設における安全性向上

６．港湾・物流活動のグリーン化～CO2排出源・吸収源対策～５．新たな資源エネルギーの受入・供給等の拠点形成

・センシング技術やドローン等のIoTを活用
した迅速な被災状況の把握、早期復旧
・施設被害を解析・予測により緊急物資・救
援部隊の輸送円滑化や物流機能の維持に寄
与

・世界最高水準の生産性を有する「AIターミナル」
を形成、ICTの革新に合わせ進化
・港湾の手続、その他物流情報を完全電子化、手続の
省力化、データの利活用を通じた効率化

・洋上風力発電、輸送機械の低炭素化やブルーカーボン活用等による
「カーボンフリーポート」の実現
・シンガポールとの連携によるLNG供給の国際ネットワークの構築、その
推進のためのLNGバンカリング拠点の形成



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

中国地域港湾を取り巻く現況・課題

１．社会経済

２．産業・物流・生産性向上

３．観光交流・環境

４．安全・安心

2020年11月6日
第1回 中国地域港湾の中長期構想検討委員会

資料2



（4）中国地域の経済・産業の特性

中国地域港湾を取り巻く現況・課題 ～１．社会経済～

（１）中国地域の地理的特性

人口及び全国シェア率の推移
中国地域の人口は734万人で全国の約5.8％

将来人口と全国シェア率の見込み
2045年には人口606万人、全国シェア率約
5.7%への低下を見込む

（出典）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数
（出典）
日本の将来推計人口（平成29年推計）結果報告書 国立社会保障・人口問題研究所

7,553 7,526 7,569 7,563 7,530 7,497 7,465 7,428 7,386 7,341 

6.0% 5.9% 5.9% 5.9% 5.9% 5.9% 5.8% 5.8% 5.8% 5.8%

0.0%

1.5%

3.0%

4.5%

6.0%

6,000

6,500

7,000

7,500

8,000

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

（千人）

人口 全国シェア率

道路ネットワーク
山陰道の一部を残し域内の道路ネットワーク
は概成

（出典）中国地方国際物流戦略チーム第九回本会議「産業競争力強化のための物流の連携
強化、生産性向上及び物流ネットワークの強靱化に関する政策提言(案)」

中国地域の経済･産業の特性
人口の全国シェア5.8%に対し、製造品出荷額の全国シェアは8.2％と高水準

地理的特性
中国地域は東アジアと近接
国内では西日本を中心に位置し、近畿地方･四国地方･九州地方と隣接

（３）中国地域の人口動態

（出典）工業統計調査

１

ロシア

韓国

中国

（２）中国地域の輸送ネットワーク

空港・港湾・鉄道
空港9港、港湾17港（重要港湾以上）により国
内外とのネットワークを形成
山陽新幹線を含む鉄道輸送網を形成
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広島県 山口県 全国シェア

中国地域の経済･産業の特性
瀬戸内海側では輸送用機械器具製造業等の加工組立型産業や石油製品・石炭製品等の基礎素材型
産業の割合が高く、日本海側では電子部品・デバイス・電子回路等の割合が高い
瀬戸内海側の臨海部では複数の化学工場･石油コンビナートを形成

（出典）住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数
国土地理院、工業統計調査
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17.3%
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8.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

輸送用機械（2018）

化学（2018）

木材・木製品（2018）

鉄鋼（2018）

石油・石炭（2018）

全出荷額（2018）

人口（2020）

面積（2020）

中国地域経済指標の全国シェア

（出典）工業統計調査（2018）

（出典）中国地方国際物流戦略チーム第
十七回部会「中国地方の各港の特徴」

（出典）国土地理院地図を基に作成

凡例

港湾

空港

新幹線
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（１）バルク･コンテナ

バルク戦略港湾政策
安定的かつ安価な輸入の実現に資する大型船に対応した港湾機能の確保等により、国全体としての
安定的かつ効率的な資源･エネルギー･食料等の海上輸送網の形成を図る

中国地域港湾を取り巻く現況・課題 ～２．産業・物流・生産性向上～

貨物量の推移
総取扱貨物量は一定の水準を確保している一方で、コンテナ取扱貨物量は増加傾向

（出典）港湾統計

（出典）交通政策審議会第70回港湾分科会「国際バルク戦略港湾政策の取組（報告）」より作成

穀物 ：釧路港、鹿島港、名古屋港、水島港、志布志港

鉄鉱石：木更津港、水島港・福山港

石炭 ：小名浜港、徳山下松港・宇部港

※中国地域港湾は赤字にて記載
2

各港のコンテナ貨物の取扱状況と国際フィーダー航路網
全体的に内貿コンテナに比べて外貿コンテナの取扱が多い傾向
瀬戸内海側の国際フィーダー航路就航港における国際フィーダーコンテナの取扱割合は最大4～5割
程度

（出典）国土交通省「2019年の国内各港のコンテナ取扱貨物量（速報値）」

※取扱貨物量1,000TEU以上の港湾のみ表示

バルク戦略港湾、コンテナ航路網
計4港がバルク戦略港湾に選定
北東アジアとの定期コンテナ航路の充実

（出典）港湾統計を基に中国地方整備局作成

（出典）阪神国際港湾株式会社
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農水産品輸出
コンテナによる農水産品の輸出を実施

農産物輸出量（Ｈ30.11の1月分） 水産物輸出量（Ｈ30.11の1月分）（フレートトン） （フレートトン）

（出典）国土交通省「平成30年全国コンテナ貨物流動調査」を基に作成

【課題】中国地域の港湾間や阪神港との連携による輸送網の充実

【課題】更なる農水産品の輸出拡大に向けた港湾施設の整備 2
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中国地域港湾を取り巻く現況・課題 ～２．産業・物流・生産性向上～

（３）国内海上輸送網

モーダルシフトの推進
国土交通省では、モーダルシフト等の推進のためのインセンティブ制度を導入

（出典）国土交通省「モーダルシフト等推進事業」

（２）船舶の大型化

バルク船・コンテナ船の大型化
バルク船の大型化は年々進展
コンテナ船の大型化は更に顕著であり、現在就航中の世界最大級船は24,000TEU積み

12.0% 14.5% 20.8% 25.4% 27.2%

27.5% 29.7%
32.7%

34.7% 36.2%
29.6% 26.9%

23.9%
22.3% 21.8%

30.8% 28.9% 22.6% 17.6% 14.9%

0%
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60%
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80%
90%

100%

H18 H21 H24 H27 H30

8万DWT以上 5～8万DWT 3～5万DWT 1～3万DWT
世界のバルク船大型化の動向

（出典）国土交通省「第1回2020年代の総合物流施策大綱に関する検討会」

世界のコンテナ船大型化の動向（2020年5月時点）

（出典）日本港湾協会「数字でみる港湾2020」

※１：満載時必要岸壁水深は、「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成30年5月）上の「対象船舶の必要な諸元の標準値」をもとに、一般的な船形に応じた「積載可能コンテナ
個数」に基づき記載しているため、積載個数が少ない船舶でも、上図の積載時必要岸壁水深よりも深い岸壁を必要とする場合がある。

※２：かつて日本郵船（株）が所有・運航していた我が国船主初のコンテナ船
※３：新パナマ運河（2016年6月供用）供用開始以前において、パナマ運河を通航可能であった最大船型（船長294m以内、船幅32.3m以内。）

出典：2004年以前は海事産業研究所「コンテナ船の大型化に関する考察」等、2004年以降はオーシャンコマース社及び各船社HP等の情報をもとに国土交通省港湾局作成
注：TEU(twenty-foot equivalent unit)：国際標準規格（ISO規格）の20フィート・コンテナを1とし、40フィート・コンテナを2として計算する単位

トラックドライバーの供給量と増加率の推移
トラックドライバーは年々減少傾向にあり、将来的にも減少が見込まれる

（出典）本部委員会報告書 2019年5月 公益社団法人鉄道貨物協会
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中国地域の国内海上輸送網
日本海側海上輸送網にミッシングリンク
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凡 例

内航フェリ－航路
内航RORO航路

（出典）中国地方国際物流戦略チーム第九回本会議
「産業競争力強化のための物流の連携強化、生産性向上及び物流ネットワークの強靱化に関する政策提言(案)」より作成

※ミッシングリンクとは未整備区間のこと

【課題】バルク船大型化への対応 【課題】内航輸送網の充実 3 



中国地域港湾を取り巻く現況・課題 ～２．産業・物流・生産性向上～
（４）再生可能エネルギー・低炭素化 （５）生産性向上

再生可能エネルギー
エネルギーミックス※において、2030年における再生可能エネルギーの電源構成は22～24%程度

L N G ４０％
石油 ９％
石炭 ３３％

IoT、ビックデータ、AI等の活用による物流システム全体の生産性向上
『PORT2030』では、熟練技術者荷役ノウハウのAIによる分析、IoT等の情報通信技術導入による「AI
ターミナル」を我が国港湾で目指す姿として位置づけ

（出典）国土交通省港湾局「港湾の中長期政策『PORT 2030』」

第4次産業革命の進展
第4次産業革命では、ICTの発達により、実社会のあらゆる事業・情報がデータ化し、蓄積したデータを
インターネット等を通じて集約・分析・利活用することにより、新たな経済価値を生むことが可能に

木質バイオマス発電所稼働状況
（令和元年9月時点）

中国地域では、現在6基の木質バイオマス発電所が稼働状況（10,000kW以上）

低炭素化
低炭素化に資する港湾空間の利活用として、水素等の新たなエネルギーの活用とLNGバンカリング

※
拠

点の形成を推進

出典）㈱森のエネルギー研究所「全国木質バイオマス
発電所一覧図」を基に作成

防府市
56,000kW

石炭・木材混燃

笠岡市
10,000kW

木質チップ･PKS

真庭市
10,000kW
木質チップ

鳥取市
16,700kW

石炭・PKS混燃

江津市
12,700kW

木質チップ･PKS

岩国市
10,500kW

木質チップ

※LNGバンカリングとは船舶へのLNG（液果天然ガス）燃料供給のこと

（出典）資源エネルギー庁
「2030年エネルギーミックス
実現へ向けた対応について」

※出力10,000kW以上のみ記載

50,000kW

10,000kW

出典）国土交通省「世界初、ＬＮＧバンカリング促進
のための港湾間協力に関する覚書の締結」

（出典）国土交通省港湾局「港湾の中長期政策『PORT 2030』」

※エネルギーミックスとは長期エネルギー需給見通しのこと

出典）総務省「第1部 特集 IoT・ビッグデータ・AI～ネットワークとデータが創造する新たな価値～」

【課題】ICT等を活用した物流生産性の向上
【課題】再生可能エネルギーや新エネルギーの受入・供給拠点の形成
【課題】持続可能な社会の実現に向けた環境負荷の低減
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（１）中国地域の自然環境・歴史・文化

観光入込客数の推移
日本人観光客は横ばい、訪日外国人客は増加傾向だが、人口比（約6％）に対する全国シェアはとも
に低く、豊富な観光資源を生かし切れていない

中国地域港湾を取り巻く現況・課題 ～３．観光交流・環境～

（３）中国地域のクルーズ船寄港動向

中国地域の自然環境・歴史・文化のストック
世界的に認められる自然環境や遺産、歴史的な町並み等の資源を有している
また、中国地域には全国の約20％を占める有人離島が存在

各港のクルーズ船寄港状況
瀬戸内海側の港湾を中心にクルーズ船の寄港回数が多い

（出典）宿泊旅行統計調査

外航クルーズ船の寄港回数の推移
2014年から2019年にかけて約5.2倍に増加
2020年は新型コロナウイルスの影響により激
減

内航クルーズ船の寄港回数の推移
2014年から2019年にかけて約4倍に増加。特
に2017年の旅客船『ガンツウ』就航以降急増
2020年は当初226回の寄港回数を予定してい
たが、新型コロナウイルスの影響により半減
（226⇒107）

クルーズ船の寄港する港湾（2019年確報値）

（出典）港湾管理者への聞き取りを基に中国地方整備局作成

（出典）国土交通省「2019 年の我が国のクルーズ等の動向（調査結果）」を基に作成

（出典）港湾管理者ヒアリング等を踏まえ作成

中国地域港湾のクルーズ船の寄港回数（2019年確報値）

日本人観光入込客数 訪日外国人入込客数

（出典）観光庁「全国観光入込客統計のとりまとめ状況」を加工

（２）中国地域の観光動向

港湾名 2019
（確報値)

ベラビスタマリーナ（広島県）
100
(100)

広島 60

宮島
54
(42)

境 53

福山
26
(26)

宇野 22

倉橋漁港
10
(10)

金風呂漁港
10
(10)

萩 10

その他
45
(29)

合計
390
(217)

※（ ）はガンツウの寄港実績で内数
※ベラビスタマリーナ（広島県）はガンツウの発着港である
※下関港は除く
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61,993 55,583 58,412 61,647 62,368 61,763 63,073 60,750 
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（ 世界遺産）

「写真提供：広島県」

（出典）港湾管理者への聞き取りを基に中国地方整備局作成

※2020年1- 9 月は実績無し、2020年10-3月は寄港予定無し
※下関港は除く

※2020年1- 9 月は実績、2020年10-12月は予定数を積上げ
※2020年7月よりガンツウの就航を一部再開
※にっぽん丸は10月に港湾管理者向けにトライアルクルーズを実施
※にっぽん丸、ぱしふぃっくびいなすは12月より中国地域港湾にて本格

運行再開予定
※下関港は除く
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【課題】離島航路の維持・拡充

【課題】増大するクルーズ需要の取り込み
【課題】Withコロナへの対応 5
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写真

恵美須ヶ鼻造船所跡

宮島

写真

鳥取砂丘（山陰海岸）

写真

倉敷美観地区

多島美 しまなみ海道

写真

大山隠岐国立公園

「写真提供：広島県」 「写真提供：広島県」「写真提供：広島県」 「写真提供：広島県」

「写真提供：広島県」

秋芳洞（秋吉台地下水系）

「©鳥取県」
「写真提供：鳥取県観光連盟」

「写真提供：出雲大社」
「写真提供：島根県観光連盟」

「写真提供：萩市」

「写真提供：山口県」

「写真提供：岡山県観光連盟」

（出典）港湾管理者への聞き取りを基に中国地
方整備局作成

（出典）港湾管理者への聞き取りを基に中国地方整備局作成



（４） 港を活用した賑わいづくり

中国地域港湾を取り巻く現況・課題 ～３．観光交流・環境～

（５）海域環境の保全・再生・創造

みなとオアシス
中国地方整備局管内では28カ所が登録（全国では145カ所）（令和2年9月26日時点）

みなとオアシス取組例

（出典）国土交通省ホームページ等を踏まえ作成

（出典）中国地方整備局により作成

みなとオアシスとは
・地域住民の交流や観光の振興を通じた地域の活性化に資する「みなと」を核としたまちづくりを促進するため、平

成15年に制度を設立
・国土交通省港湾局長が住民参加による地域振興の取り組みが継続的に行われる施設を登録するもの

図 中国地方整備局管内の「みなとオアシス」

デジタルスタンプ（一部）

みなとオアシス スマホ de スタンプラリー

･令和2年8月1日（土）から令和3年1月31日（日）

の6ヶ月間、スマートフォンを利用して管内みなと

オアシスを巡るスタンプラリーを開催

みなとオアシス Sea級グルメ

･地元のみなとで水揚げされた海産物や、背後地域で地産地消

される名産品を用いてつくられる飲食物であり、何らかの”Sea

（海）”の要素を含む

･ グルメイベント「Sea級グルメ全国大会」を年に１回開催

人工干潟の造成
浚渫土砂を活用した干潟造成を行い、良好な海域環境を創造

整備前（2006年） 整備後（2018年）

図 徳山下松港大島干潟

図 尾道糸崎港海老干潟

浮遊ごみ回収の取組
航行船舶の安全確保や海域環境の保全を図るため、瀬戸内海に浮遊するごみの回収を実施

平成30年7月豪雨の影響により担務海域内での平成30年度の浮遊ごみ回収量が過去最大を記録
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回収量の累計［千m3］年度別回収量実績[m3]

（注）S49～H11は「おんど」、H12からは「おんど2000」による実績

おんど2000による浮遊ごみ回収量実績
（出典）中国地方整備局により作成年度別回収量 累計

関門航路事務所（が
んりゅう）

北九州
港

坂出港

高松港湾・空港整備事務所
（美讃）

神戸港湾事務所
（Dr.海洋）

小松島港湾・空港整備事務所
（みずき）

徳島小松
島港 和歌山下津港

和歌山港湾事務所
（海和歌丸）

神戸港湾事務所
（クリーンはりま）

海面清掃船「おんど2000」

海面の浮遊ごみ状況

（出典）中国地方整備局により作成

松山港

呉港

神戸港

広島港湾・空港整備事務所

松山港湾・空港整備事務所
（いしづち）

人工干潟の造成例

【課題】港を活用した更なる賑わい空間の形成 【課題】継続的な海域環境の保全・再生・創造 6



（１）中国地域の自然災害リスク

大規模地震
中国地域は、南海トラフ巨大地震に対して相対的に被災リスクは小さいものの、各港において、震度６
弱以上の予想最大震度を伴う地震動が想定されている

中国地域港湾を取り巻く現況・課題 ～４．安全・安心～

土砂災害リスク
土砂災害危険箇所が集中しており、土砂災害リスクが高い

（出典）国土交通省「土砂災害危険箇所」より作成

表 土砂災害危険箇所の数

土砂災害危険箇所 備考
鳥取 6,168
島根 22,296 国内2位
岡山 11,999
広島 31,987 国内1位
山口 22,248 国内3位
中国地方合計 94,698 全国合計の18%を占める
全国合計 525,307

表 最大想定被害となる地震動と津波高さ

台風・豪雨災害
台風・豪雨により臨海部の浸水被害等が発生（例：平成16年台風18号）
航路の埋塞や泊地の閉塞が発生 （例：鳥取港）

図 H16年台風18号による浸水被害（広島港海岸）

※既設護岸の崩壊※背後への浸水

航路啓開、緊急物資輸送、給水支援等
平成30年7月豪雨災害では、港湾業務艇や海洋環境整備船等により航路啓開、海上からの緊急物資
輸送、給水支援、入浴・洗濯支援を実施

陸上輸送網の寸断と船舶による代替輸送
平成30年7月豪雨災害では、高速道路や鉄道等の陸上輸送網が寸断されたことを受け、JR貨物では、
迂回列車･トラック･船舶による代替輸送を実施
なお、中国地方整備局では災害時における海上輸送網によるリダンダンシー確保が重要であることを
踏まえ、日常的に海上輸送の仕組みを確保するため、輸送モードの多様化・安定化をさらに促進するこ
とを目的に海上輸送利用のガイドラインを策定

（３）港湾における災害への備え

（４）港湾施設の老朽化
港湾施設（岸壁）の整備後経過年数（中国地域港湾）

中国地域では、約18 ％の港湾施設（岸壁）が耐用年数である50年を超えており、2040年時点では施設
全体の半数以上が50年以上になる見込み
老朽化判定の結果、施設の性能が低下している、相当程度低下している「A,B判定」の合計割合は、
40％を超えており、施設の老朽化が進行している状態

整備後経過年数別老朽化判定結果比率（未判定除く）
【判定年時経過年数別 中国地域の重要港湾以上対象】

整備後経過年数別施設数比率（年数不明は除く）
【2020年時点 中国地域の重要港湾以上対象】

（出典）港湾管理者ヒアリング等を踏まえ作成

耐震強化岸壁の整備状況（中国地域港湾）
計画上の緊急物資輸送用の耐震強
化岸壁のうち約42％（10/24バース）
は未整備（令和2年10月時点）

（出典）港湾管理者ヒアリング等を踏まえ作成

港湾海岸の整備状況（中国地域港湾）
港湾海岸堤防等の39％が計画高未整備（平成30年度末時点）
港湾海岸堤防等の53％が耐震化未整備（平成30年度末時点）

整備済

14バース

58％

未整備

10バース

42％

整備済 未整備

耐震強化岸壁の整備状況（緊急物資対応） 港湾海岸の計画高整備状況 港湾海岸の耐震化率

※鳥取港

【航路埋塞】
H29 台風18号 水深-10m→-5.9m
H30 7月豪雨 水深-10m→-5.0m

航路埋塞

（出典） 鳥取港長期構想検討委員会第１回委員・幹事合同委員会

（出典）中国地方
国際物流戦略

チーム物流ネット
ワーク機能継続
検討WG「海上輸

送利用のガイド
ライン～海上輸
送による物流効
率化の推進～」

（２）大規模災害時における海上からの支援及び代替輸送

内閣府公表「南海トラフ地震における具体的な応急対策
活動に関する計画」で示された海上輸送拠点港
津波が発生しない地震動
津波が発生する地震動

10年未満
2% 10年～19年

14%

20年～29年
18%

30年～39
年

22%

40年～49年
26%

50年以上
18%

10年未満 10年～19年 20年～29年

30年～39年 40年～49年 50年以上

（出典）港湾管理者ヒアリングを踏まえ作成

整備済
47%

未整備
53%

整備済 未整備

整備済
61%

未整備
39%

整備済 未整備

A：施設の性能が相当低下している状態
B：施設の性能が低下している状態
C：変状はあるが、施設の性能の低下がほとんど認められない状態
D：変状は認められず、施設の性能が十分に保持されている状態

【課題】港湾施設の適切な維持管理の推進

【課題】大規模災害時へのハード・ソフトの備え

7 

15%

42%
28%

15%

（出典）日本貨物鉄道株式会社CSRレポート2019

（出典） 港湾管理者のヒアリングを踏まえ作成

県名 港湾名
被災想定
とする地震

予想最大
震度

予想津波高さ

南海トラフ巨大地震 6弱 1.5m

五日市断層地震 6弱

呉港 南海トラフ巨大地震 6弱 1.6m

尾道糸崎港 三原市・尾道市直下地震 6強

福山港 福山市直下地震 7

岡山港 6強 2.8m

宇野港 6弱 2.9m

水島港 6強 3.2m

県名 港湾名 被災想定とする地震動
予想最大

震度
予想津波高さ

大竹断層 7
安芸灘～伊予灘の地震 6弱

南海トラフ巨大地震 1.2m
防府沖海底断層 6強

南海トラフ巨大地震 1.5～1.9m
三田尻中関港 防府沖海底断層 6強

宇部東部断層＋下郷断層 7
南海トラフ巨大地震 1.6m

浜田市沿岸の地震
マグニ

チュード
7.3

佐渡島北方沖地震 2.4m

西郷港 F55断層（鳥取県沖）
マグニ

チュード
7.48

1.5m

鳥取港 鳥取沖東部断層 6強 6.3m

鳥取県西部地震断層
マグニ

チュード
7.3

1.29m

佐渡島北方沖地震
マグニ

チュード
8.16

3.2m

境港
鳥取県

島根県

宇部・小野田港

広島港

広島県

岡山県

徳山下松港

岩国港

山口県

南海トラフ巨大地震

浜田・三隅港



 
 

◆我が国港湾を取り巻く情勢 

◆中長期構想の方向性（８本柱） 

１．グローバルバリューチェーンを支え

る海上輸送網の構築 

２．持続可能で新たな価値を創造する国

内物流体系の構築 

３．列島のクルーズアイランド化 

４．ブランド価値を生む空間形成 

５．新たな資源エネルギーの受入・供給

等の拠点形成 

６．港湾・物流活動のグリーン化 

７．情報通信技術を活用した港湾のスマ

ート化・強靱化 

８．港湾建設・維持管理技術の変革と海

外展開 

PORT2030 
 
Ⅰ．中国地域の産業を支える資源エネルギーの受入・供給拠点の形成 

【PORT2030 柱<5>に対応】 

 ・バルク船大型化への対応 

 ・再生可能エネルギーや新エネルギーの受入・供給拠点の形成 

Ⅱ．中国地域の経済・産業発展のためのグローバルサプライチェーンを支える国際海
上輸送網の構築 

【PORT2030 柱<1>に対応】 

・阪神港等との連携による更なる輸送網の充実 

・農水産品の輸出拡大に向けた港湾施設の整備 

・ICT 等を活用した物流生産性の向上 

Ⅲ．持続可能で新たな価値を創造する国内海上輸送網の構築 
【PORT2030 柱<2>に対応】 

・内航輸送網の充実 

・ICT 等を活用した物流生産性の向上 

・離島航路の維持・拡充 

Ⅳ．港湾と背後地との連携による観光・交流機能の強化 
【PORT2030 柱<3,4>に対応】 

・クルーズ需要の増大やクルーズ船の大型化への対応と受入環境の向上 

・魅力的なにぎわい空間の形成 

・With コロナへの対応 

Ⅴ．港湾・物流活動のグリーン化 
【PORT2030 柱<6>に対応】 

・持続可能な社会の実現に向けた環境負荷の低減 

・海域環境の保全 

Ⅵ．大規模災害時における代替輸送機能の確保・国土強靭化 
【PORT2030 柱<7,8>に対応】 

・大規模災害時の港湾機能の確保 

・港湾施設の戦略的・効率的な維持管理の推進 

 

中 国 地 域 港 湾 を 取 り 巻 く 現 況 ･課 題  

将来を見据えた中国地域港湾の主な論点 

2020 年 11 月 6 日 
第 1回 中国地域港湾の中長期構想検討委員会 

資料 3 

中国地域港湾を取り巻く現況・課題 
１．社会経済 
 
２．産業・物流・生産性向上 
 
３．観光交流・環境 
 
４．安全・安心 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国地域港湾の目指すべき将来像・方向性 

世 界 に 誇 れ る 多 種 多 様 な 資 源 ･ 産 業 等 の 個 性 を 礎 に 
国 内 外 の 交 流 ･ 交 易 を 促 し 、 西 日 本 経 済 の 核 と し て 
世 界 に 開 か れ 発 展 す る 中 国 地 域 港 湾 

目指すべき基本理念 

国内屈指の地域産業の成長に資する西日本を牽引する資源及びエネルギー受入・供給

拠点の形成 

アジア諸国との物流拠点として中国地域のものづくり産業のグローバルサプライチ 

ェーンを支える国際海上輸送ネットワークの構築・拡充 

近畿・四国・九州との結節点である地理的特性を活かした国内海上輸送ネットワーク

の構築・拡充 

方向性Ⅰ 

方向性Ⅱ 

ア ジ ア 地 域 及 び 国 内 他 域 と の 交 流 ・ 交 易 に よ り 、 
輝 き 発 展 す る 中 国 地 域 の ゲ ー ト ウ ェ イ 

方向性Ⅲ 

環 境 に や さ し く 世 界 中 の 人 々 を 惹 き つ け る 多 種 多 様 な 資 源 を 
ネ ッ ト ワ ー ク さ せ る 中 国 地 域 の ゲ ー ト ウ ェ イ 

中国地域の個性ある資源を活かした港湾と背後地とが連携する観光・交流機能の強化

港湾・物流活動のグリーン化と日本海・瀬戸内海の美しい海域環境の保全・再生・創

造 

方向性Ⅳ 

方向性Ⅴ 

中 国 地 域 港 湾 の 中 長 期 構 想 （ 仮 称 ） の 骨 子 （ 案 ）  

新 た な 脅 威 に 打 ち 勝 つ 安 全 ・ 安 心 な 中 国 地 域 を 
創 造 す る ゲ ー ト ウ ェ イ 

令和 2年 11 月 6 日 

第 1 回 中国地域港湾の中長期構想検討委員会 

資料 4-1 

１．社会経済 

・東アジアと近接 

・西日本の中心に位置し、近畿・四国・九州と隣接 

・空港・港湾・鉄道・道路による国内外・中国地域内の輸送ネッ

トワークを形成 

・人口は 734 万人で全国の 5.8% 

・人口比に対して製造品出荷額の全国シェアは 8.2%と高水準 

・瀬戸内海側は加工組立型産業や基礎素材型産業、日本海側は電

子部品・デバイス・電子回路等の産業が盛んであり、瀬戸内海

側臨海部には多くのコンビナートが形成 

２．産業・物流・生産性向上 

・４港がバルク戦略港湾に選定され、北東アジアとの定期コンテ

ナ航路が充実 

・総取扱貨物量は一定の水準を確保している一方で、コンテナ取

扱貨物量は増加傾向 

・コンテナにより農水産品を輸出 

・バルク船及びコンテナ船の大型化が年々進展 

・ドライバー不足の中、日本海側の国内海上輸送網にミッシング

リンクが存在 

・再生可能エネルギーの導入、低炭素化の推進 

・第４次産業革命を踏まえ、IoT・ビッグデータ・AI 等の活用に

よる物流システム全体の生産性向上に期待 

３．観光交流・環境 

・世界的に認められる自然環境・歴史・文化等の資源を有する 

・全国の約 20%を占める有人離島が存在 

・日本人観光客・訪日外国人客ともに人口比に対する全国シェア

は低い 

・外航・内航ともにクルーズ船の寄港回数は近年増加傾向にある

が、新型コロナウイルスの影響により 2020 年のクルーズ船の

寄港回数は急減 

・28 のみなとオアシスを拠点に各種賑わい関係の取組を実施 

・浮遊ゴミの回収や人工干潟の造成を推進 

４．安全・安心 

・南海トラフ巨大地震に対しての被災リスクは相対的に小さい

が、各港で予想最大震度 6 弱以上を伴う地震動が想定 

・台風・豪雨災害により臨海部の浸水や航路の埋塞等が発生 

・土砂災害リスクが高い 

・平成 30 年 7 月豪雨では、航路啓開・緊急物資輸送・給水支援・

入浴・洗濯支援を実施したほか、陸路の寸断に伴う船舶による

代替輸送を実施 

・耐震強化岸壁の 42%が未整備 

・港湾海岸堤防等の 39％が計画高未整備、53％が耐震化未整備 

・港湾施設の老朽化が進行 

 

Ⅰ．中国地域の産業を支える資源エネルギー

の受入・供給拠点の形成 

【PORT2030 柱<5>に対応】 

・バルク船大型化への対応 

・再生可能エネルギーや新エネルギーの

受入・供給拠点の形成 

 

Ⅱ．中国地域の経済・産業発展のためのグロ

ーバルサプライチェーンを支える国際海

上輸送網の構築 

【PORT2030 柱<1>に対応】 

・阪神港等との連携による更なる輸送網

の充実 

・農水産品の輸出拡大に向けた港湾施設

の整備 

・ICT 等を活用した物流生産性の向上 

 

Ⅲ．持続可能で新たな価値を創造する国内海

上輸送網の構築 

【PORT2030 柱<2>に対応】 

・内航輸送網の充実 

・ICT 等を活用した物流生産性の向上 

・離島航路の維持・拡充 

 

Ⅳ．港湾と背後地との連携による観光・交流

機能の強化 

【PORT2030 柱<3,4>に対応】 

・クルーズ需要の増大やクルーズ船の大

型化への対応と受入環境の向上 

・魅力的なにぎわい空間の形成 

・With コロナへの対応 

 

Ⅴ．港湾・物流活動のグリーン化 

【PORT2030 柱<6>に対応】 

・持続可能な社会の実現に向けた環境負

荷の低減 

・海域環境の保全 

 

Ⅵ．大規模災害時における代替輸送機能の確

保・国土強靭化 

【PORT2030 柱<7,8>に対応】 

・大規模災害時の港湾機能の確保 

・港湾施設の戦略的・効率的な維持管理

の推進 

中国 地 域港 湾 を取 り巻 く 現況 ･課 題  中国 地 域港 湾 の中 長期 構 想（ 案 ）  

将来像 
Ⅲ 

日本海・瀬戸内海の双方に面する特性を活かした大規模災害時に備えた港湾の強靭

化と戦略的・効率的な維持管理の推進 
方向性Ⅵ 

将来像 
Ⅰ 

将来像 
Ⅱ 

産業 ・ 物流 ・ 生産 性向 上  

観光 交 流・ 環 境  

安 全 ・ 安 心  

将 来 を 見 据 え た 中 国 地 域 港 湾 の 主 な 論 点  



東播磨港

インドネシア オーストラリア 他 国

宇部港
徳山下松
港

石炭

小野田港
下関港

細島港

松山港
東予港

水島港

衣浦港

苅田港
石炭

石炭

石炭石炭

石炭

石炭

方向性Ⅰ

臨海部コンビナートに代表される基礎素材型産業と国際バルク戦略港湾の集積を活かした港湾の機能高度化戦略Ⅰ

古くからのエネルギー拠点として再生可能エネルギーや新エネルギーへの対応を推進戦略Ⅱ

鹿島港
名古屋港

志布志港

木更津港

中国地方への
集 積

釧路港

水島港

福山港
宇部港

徳山下松港
国際バルク戦略港湾
● 穀 物
● 鉄鉱石
● 石 炭

小名浜港

国際バルク戦略港湾の
機能高度化

国内屈指の地域産業の成長に資する西日本を牽引する資源及び
エネルギー受入・供給拠点の形成

1

再生可能エネルギーや
新エネルギーへの対応

再生可能エネルギー・
新エネルギーの受入拠点の形成

再生可能エネルギー・
新エネルギーへの転換の促進

温室効果ガスの削減・抑制

大型船による大量輸送
（複数企業による

ばら積み貨物の相積み等）

海外積出港

二次輸送
（内航船）

複数港寄り
（大型船）

B港
A港 C港

国際バルク戦略港湾
例）山口県を拠点とした石炭ネットワーク

徳山下松港･宇部港を輸入拠点とし、
西日本全域に配送

LNG船水素製造所

バイオマス（PKS）洋上風力

＜再生可能エネルギーの例＞

＜新エネルギーの例＞
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第1回 中国地域港湾の中長期構想検討委員会
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2

方向性Ⅱ

アジア市場及び西日本の中央に位置する地理的な優位性とものづくり産業の集積を活かした、西日本経済圏の拠点となる海
上物流ネットワークの充実

戦略Ⅰ

戦略Ⅱ

西日本を代表する国際拠点港湾と背後地域を支える重要港湾の利便性向上に向け、AIやIoTを活用したコンテナターミナル
の自働化等のより使いやすく高度な物流ターミナルの形成

戦略Ⅲ

アジア諸国との物流拠点として農水産品の輸出拡大に向けたコールドチェーン物流の拡充

データ
の読込

ログ
データ
の蓄積

リアルタイム
物流動向の
情報提供

出発･到着時刻

船積･船卸時刻

ビッグデータ

港湾物流情報

AGV（無人搬送車）

情報通信技術を活用した
シャーシヤード・立体駐車場

の管理効率化 遠隔操作RTG

自動離着岸装置

自動料金決済

RTG（タイヤ式門型クレーン） AGV（無人搬送車）

ターミナル高度化に向けた方策の例
（自働化・生産性向上）

港湾管理者･荷主･海貨･フォワダー
陸運･ターミナルオペレーター･船会社等

アジア諸国との物流拠点として中国地域のものづくり産業のグローバルサプライチェーンを
支える国際海上輸送ネットワークの構築・拡充

コールドチェーン物流の拡充

生産者

冷蔵・冷凍機能連 携

阪神港

冷蔵輸送

消費者

東南アジア等への
直行便

日本海側・瀬戸内海沿岸を
周回する航路を開設

阪神港を通じて基幹航路に直行
・東南アジア等に直行

現代版北前船構想
のイメージ
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岩国北九州
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苅田

大分

細島
宮崎

志布志

油津

博多

広島

追浜
名古屋
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至那覇

鹿児島
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御前崎

巌原
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三島
川之江

苫小牧

敦賀

室蘭

宮古

常陸那珂

川崎

玉島

௳
ল

芦部

豊橋

苫小牧東
小樽

大洗

徳島
別
府

新潟

秋田

清水

舞鶴

北九州
（新門司）

ユニットロードターミナル高度化に向けた方策の例

モーダルシフトの推進

方向性Ⅲ

西日本の中央に位置する地理的特性を最大限に発揮する内貿ユニットロードターミナルの高度化

戦略Ⅰ

戦略Ⅱ

トラックドライバー不足の対応とモーダルシフトの推進のための近畿・四国・九州を結節する複合一貫輸送網の構築・拡充

戦略Ⅲ 島嶼部の日常生活や産業活動を支える航路の維持・拡充

凡 例
内航フェリ－航路
内航RORO航路

フェリー RORO船

現在の内航フェリー・ＲＯＲＯ航路

出典：港湾の中長期政策「PORT2030」国土交通省（H30.11）

ドライバー
不足解消

道路混雑
解消

環境負荷
軽減

近畿・四国・九州との結節点である地理的特性を活かした国内海上輸送ネットワークの構築・拡充

3

2019年5月時点

内航ネットワーク
のさらなる拡充を

目指す



がｓがｓ

凡例

港湾

空港

新幹線

中国地域の個性ある資源を活かした港湾と背後地とが連携する観光・交流機能の強化方向性Ⅳ

多島美等の世界的に認められる豊富な観光資源を活かしたクルーズ拠点の形成戦略Ⅰ

港湾と空港や観光資源との近接性を活かしたフライ＆クルーズを含む広域周遊ルートの形成戦略Ⅱ

戦略Ⅲ

Withコロナ時代の「新しい生活様式」に対応した体制の確保と観光・交流拠点の形成戦略Ⅳ

島嶼部特有の美しい自然環境・歴史・文化を活かした観光促進による離島地域の活性化

クルーズ拠点の形成

地域振興イベントの開催

離島航路の維持による
リダンダンシーの確保

クルーズ船受入可能な
係留施設の整備

離島地域の魅力発信に向けた
交流拠点の形成

離島地域の活性化のイメージ

外郭施設等の整備

4

出典：港湾の中長期政策「PORT2030」国土交通省（H30.11）

中国地域の港湾と空港の位置
Withコロナ時代「新しい生活様式」への対応

検温マスク着用

代表施設例
〈西郷港フェリーターミナル〉

地域振興イベント開催の例
〈江田島市かきカキマラソン大会〉



方向性Ⅴ

持続可能な社会の実現に向けた港湾・物流活動のグリーン化

比類のない美しさ・豊かさを誇り後代に継承すべき日本海・瀬戸内海の海域環境の保全・再生・創造

港湾・物流活動のグリーン化と日本海・瀬戸内海の美しい海域環境の保全・再生・創造

出典：港湾の中長期政策「PORT2030」国土交通省（H30.11）

港湾・物流活動のグリーン化のイメージ

干潟の再生（徳山下松港大島干潟）

整備前（2006年） 整備後（2018年）

日本海・瀬戸内海の美しく豊かな自然環境

5カキの養殖

カブトガニ

アマモ帯

カブトガニ ベニズワイガニの水揚げ

CO2排出源対策

CO2吸収源対策

再生可能エネルギーの導入・活用

港湾空間における

カーボンオフセット

戦略Ⅰ

戦略Ⅱ

ローソク島

日御碕海岸鳥取砂丘

瀬戸内海国立公園写真提供：広島県

写真提供：広島県

写真提供：広島県

写真提供：広島県



コンテナ機能の相互補完

コンテナ機能の相互補完

日本海・瀬戸内海の双方に面する特性を活かした大規模災害時に備えた港湾の強靭化と戦略
的・効率的な維持管理の推進方向性Ⅵ

巨大地震のリスクが少なく日本海・瀬戸内海の双方に港湾を有する特性を活かした他港・他圏域のバックアップ機能の確保戦略Ⅰ

ＩＣＴ等を活用した戦略的・効率的な維持管理・老朽化対策と陳腐化した施設の利用転換の推進

戦略Ⅱ

戦略Ⅲ

大規模災害に備えた港湾間連携体制の構築と耐震強化岸壁等の防災拠点の整備による広域的物資輸送ルートの確保

防波堤
防潮堤

維持管理分野での
ICT活用による生産性向上

大阪湾

バックアップ

近畿へ

測量､施工
維持管理

他圏域との
連携による
バックアップ
機能の拡充

フェリー･RORO船
による代替輸送

連 携

6

浚渫工における3次元測量

博多港等

激甚化する災害への対応（施設などのかさ上げ・補強と多重防護）

波浪の見直し 施設の補強･嵩上げ
多重防護

連 携
北部九州
との連携
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